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半導体関連産業における東北の立ち位置
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東北地域における半導体関連産業の立地や投資の状況
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東北地域の特徴
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東北地域の状況を踏まえた研究会と今後の方向性について
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第1~4回の開催概要

商
業
誘
致

⚫ 適切なアメニティを呼び込むための手法(ハード)

⚫ 商業の誘致環境(ハード・ソフト)

⚫ リノベーション街づくりなどおしゃれな商業施設(ハード・ソフト)

産
業
創
出

⚫ 他地域の状況及び半導体企画とファブレス企業の重要性について
（ハード・ソフト）

⚫ 望むべきファンドの在り方(ソフト) 

⚫ JCや地元名士への理解促進(ソフト)

都
市

⚫ 産業と街づくりをテーマにした社総金・用途地域の工夫・居住誘
導区域の在り方(ハード)

⚫ 地域の交通網の在り方※特に住民の「足」(ハード・ソフト)

Ｄ
Ｘ
・
定
住

⚫ (域外からの) 地元定着とその仕組み作りについて（ソフト）

⚫ 暮らしを便利にするアプリ・システム(ソフト)

⚫ 移住定住策(ソフト)・女性の定住・就職

⚫ 第一回：産業とまちづくりについて、社会資本総合交付金を軸にした制度説明や事例紹介

⚫ 第二回：半導体産業における多様化、近年の半導体商社をハブにした新たな取引ネットワークや今後の方向性について紹介

⚫ 第三回：広域と地域の交通網について制度説明や事例紹介

⚫ 第四回：行政界を超えた商圏と自治体ごとの商圏の捉え方などについてマーケティングの観点から紹介

⚫ なお、本研究会の概念は徐々に浸透。既に幾つかの自治体では「wellｰbeing研究会」の概念を踏襲した計画･方針決定や「参
画自治体である」ことを営業アイテムとしている自治体も出てきたところ。

半導体wellｰbeingな街-研究会における研究領域(赤字が実施済みのもの)







【具体策のイメージ】
・街の規模にあった魅力的なスペースの創出をはじめ、おしゃれカフェや趣味趣向を共有するコミュニティ作りを従業員所在地を考慮して適地配置 など。

【具体策のイメージ】
・通勤圏住民向けの認知度増進活動や地域資本と連携した脱炭素電源による半導体工場との連携 など。
・昼夜間人口を踏まえた、2世代・3世代と続く地域と工場の関係性作りに向けたイベントの実施 など。

【具体策のイメージ】
・行政界やサービス境で生じるギャップについて、隣接自治体で連携して構想を作っていく、生活圏と公共交通の範囲の相違把握とその対策 など。

【具体策のイメージ】
・各地域のそれぞれの既存リソースを活かした産学官を巻き込んだ継続的な人材育成の実施や人材供給面での連携体制の構築 など。

具体施策のイメージ

工業団地への通勤等のスマート化に向けて行政界・サービス境を超えた連携を実施していきます。

通勤圏住民・地域と工場のエンゲージメント向上を実施していきます。

従業員や地域住民に対し、通勤圏、商圏、生活圏のそれぞれで魅力的なコンテンツの創出を目指します。

中長期で人材を創出する枠組みを広域で構築していきます。

多様な産業の創出による多様な人材の獲得と多様な働き方の推進を地域として目指します。

以下の取組により、シビックプライドを醸成、企業ブランドに繋げ、国際競争に参画する地域を目指します。

【具体策のイメージ】
・ファブレス企業やベンチャー企業創出、ものづくり企業の高度化、IT企業の立地など多様な民間プレーヤーの創出・立地・誘致を増進 など。

【具体策のイメージ】
・キオクシアにおける「四日市メモリー」など地域名が工場の製品ブランドとして、また、品質の代名詞として取り扱われるに至るには地域と工場におけるハイレベルなロイ
ヤリティが必要であり、そのための域内認知度の向上に向けた取組、従来から持つ地域におけるものづくり産業の品質と信頼を可視化する取組 など。
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取り組みの裏付けとなる議論や調査
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学識者によるアドバイザリーボードの議論

⚫ 東北地域における産業立地、当局の調査や施策について、熊本県菊陽町や三重県四日市、台湾など状況を踏まえた助言・
提言を頂く場として学識者による「東北半導体アドバイザリーボード」を2024年10月10日に設置。

⚫ 第一回～第三回(2024年10月10日、12月4日、2025年3月13日に実施)の議論において、工業の国内回帰・地域の工業化に関する研
究に係る話題、日本における産業立地地域に関する研究に係る話題、九州と東北における関連多様性市場を用いた地域
分析、台湾のサイエンスパークに係る事例研究、産業立地と都市計画に係る話題、全話題を踏まえた包括的な議論を行った。

⚫ 同ボードの議論を踏まえ、関連する施策の方向性について確認。

■有識者

 福井県立大学 松原宏 教授（座長）

 東北大学 福川信也 准教授

 東京大学 鎌倉夏来 准教授

 東京都立大学 饗庭伸 教授

 九州大学 與倉豊 教授

 熊本大学 鹿嶋洋 教授

■事務局

 東北経済産業局情報政策・半導体戦略室

 デロイト トーマツ ファイナンシャルア

ドバイザリー合同会社

第三回 東北半導体アドバイザリーボード開催の様子
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アドバイザリーボードの主な指摘と方向性② (代表的指摘を抜粋)

【指摘】

➢ 産業集積はサイエンスパークのような型もあるが、日本における企業誘致による工業団地への立地というケースではサイエンスパーク的な集積はない。

➢ ただし、地理的又は業種的な近接が即座にスピルオーバーに繋がるとは限らないため、近接か否かよりも媒介機関が交流を促進するような役割を担うこ
とが大事だと考える。 

【施策展開の方向性】

➢ 人材確保や育成、スピンオフベンチャー創出や企業マッチングなどへ繋がるスピルオーバー促進に向けた媒介組織について現状を整
理（東北大学も大きな媒介組織である）し、機能補完について検討する。

【指摘】

➢ 伝統的な企業城下町では、終身雇用の労働者が定住して世帯を形成し、人口の再生産を図るような工業都市となる。現代の企業城下町は非正規労働者の
比重が高く、定住志向が弱く、地域のコミュニティとの関係も希薄。どのような人材をどこから採用し、どこに住まわせるか？企業の戦略と地域の受入
体制の相互作用によって決まる。

【施策展開の方向性】

➢ 産業×都市については、継続してWellｰbeing研究会でテーマアップ。具体的な事例を通じた理解醸成を行う。（宇都宮LRTや熊本公
共交通会社の５社連合、東広島市半導体学園都市構造など）

出典:2025年1月 RIETI 福川 信也（東北大学）／張 国益（国立中興大学）「Science Parks in Taiwan and Their Value-adding Contributions｣

台湾におけるサイエンスパークの効果（RIETI Discussion Paperより） サイエンスパークの入居企業のアウトプット

サイエンスパークの機能



⚫ 半導体工場の立地が期待できる一般的な自治体の規模として、人口規模が5-10万人の40の市町村(※後述)を対
象に出生率、近居率に影響するパラメーターを調査。相関分析により評価し、今後の施策展開のプライオリティ
等の参考とした。

⚫ 製造業は良質な雇用であり、また、企業城下町の形成による製造業の継続的な雇用＝良質な雇用は、２代３代と
雇用が続いていくことで「近居率」にプラスと思われる。

⚫ 以下の相関行列①②における分析結果から仮説として方向性を記載する。

40自治体のデータを用いた分析結果から見る方向性

出典：東北経済産業局「令和６年度半導体立地や近居率が地域の出生率等に影響を及ぼす要因の分析に関する調査事業」
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【説明】

✓ 相関分析とは、2つの項目間の関連の強さを
調べる分析であり、項目間の関連の強さを調
べるために、相関係数等を計算して算出する
もの。

✓ 相関行列中の数値については、列と行のクロ
スしたセルの数値が各行列項目の相関係数で
あり、一般的に以下のとおり評価する。

【相関上の示唆】

➢ 第2次産業は可処分所得を上げる良質な雇用と思われるが、男性比率や同居率も増加させることが
示唆された。なお、同居率は出生率に対し、負の相関と算出されている。

➢ 他方、同居よりも近居の方が現在のライフスタイルにマッチしていると考えられ、近居率は出生率の増加
させることが示唆された。

【施策展開の方向性】

➢ 第２次産業＝製造業の隆盛に伴い、住宅施策やダイバーシティ施策を展開、さらに所
謂「婚活」事業などで近居率や婚姻件数に向けた補完事業を実施していくことが重要で
ある。

【相関上の示唆】

➢ また、5～10万人の都市において第2次産業の隆盛（工業団地の増進）は、足下ではなく近隣都市
への商業化を助長することとなり、結果として負の相関を取っている。

【施策展開の方向性】

➢ 域内の商業コンテンツの充実についても近隣都市の状況を踏まえつつ、暮らしやすさを追
求した施策も必要であろう。

相関係数
（絶対値）

判定

0.7～１ 強い相関

0.4～0.7 中程度の相関

0.2～0.4 弱い相関

０～0.2 ほとんど相関なし







※市町村抽出ロジック

◼ 半導体工場の立地が期待できる一般的な自治体
の規模として、人口規模が5-10万人の市町村を
対象

◼ 抽出の前段階として、対象市町村について「産
業立地」「良質な雇用」を順位付け

◼ 順位をもとに各項目10のグループにグルーピン
グし、順位が上のグループから順に10点～1点
のスコアを付与

◼ スコアをもとにしたロジックを構築し、「産業
立地による良質な雇用が確認され、かつ近居性
の高い対象市町村」と「それ以外の比較対象と
なる市町村」の候補リストを抽出

■人口5-10万人の市町村の中で順位付け ■順位をもとにスコアリング
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出典：東北経済産業局「令和６年度半導体立地や近居率が地域の出生率等に影響を及ぼす要因の分析に関する調査事業」



# 変数名 区分 概要 集計時期 ソース（統計名）

1 合計特殊出生率 出生・婚姻 合計特殊出生率 2018-2022 人口動態統計特殊報告

2 婚姻件数 出生・婚姻 婚姻件数/1000人当たり 2021 社会・人口統計体系

3 出産年齢男女比率 人口動態 15歳～49歳男性人口/15歳～49歳女性人口 2020 国勢調査

4 共働き世帯率 家庭 共働き世帯/全世帯 2020 国勢調査

5 15分近居率 家庭 近居率（15分以内） 2018 住宅・土地統計調査

6 1時間近居率 家庭 近居率（1時間以内） 2018 住宅・土地統計調査

7 同居率 家庭 同居率 2018 住宅・土地統計調査

8 失業率 経済 完全失業者数/生産年齢人口 2020 国勢調査

9 所得 経済 1人当たり平均課税所得 2022 市区町村税課税状況等の調

10 実感可処分所得 経済 可処分所得-基礎支出 2023 家計調査+国勢調査+SUUMO社HP

11 相対賃金 経済 現役世代賃金/親世代賃金 2022 市区町村税課税状況等の調

12 男性正社員比率 経済 男性正社員数/男性従業員数 2021 経済センサス - 活動調査

13 医療施設徒歩圏カバー率 まちづくり 医療施設徒歩圏カバー率 2020 都市モニタリングシート

14 商業施設徒歩圏カバー率 まちづくり 商業施設徒歩圏カバー率 2020 都市モニタリングシート

15 小売業事業所数 まちづくり 小売業（産業分類56-60）の事業所数/1万人あたり 2021 経済センサス - 活動調査

16 保育所数 まちづくり 保育所数/1万人あたり 2022 社会福祉施設等調査

17 病床数 まちづくり 病床数/1万人あたり 2022 医療施設調査

18 図書館数 まちづくり 図書館数/1万人あたり 2021 社会教育調査

19 通勤時間 まちづくり 通勤時間の中央値 2023 住宅・土地統計調査

20 投資的経費 政策・財政 投資的経費/1万人あたり 2023 地方財政状況調査

21 少子化対策費 政策・財政 少子化対策費/1万人あたり 2023 地方財政状況調査

22 財政力指数 政策・財政 財政力指数 2023 地方財政状況調査関連資料

23 第1次産業従業員比率 産業 第1次産業従業員数/全従業員数 2021 経済センサス - 活動調査

24 第2次産業従業員比率 産業 第2次産業従業員数/全従業員数 2021 経済センサス - 活動調査

25 第3次産業従業員比率 産業 第3次産業従業員数/全従業員数 2021 経済センサス - 活動調査

⚫ 今回対象とした変数一覧

※変数の設定

＊1:可処分所得から、水道光熱費および食糧費(家計調査より弊社推計)、住居費(SUUMO社掲載データにおける2LDK/3K/3DK家賃平均、2024/9/19参照)を控除した金額

＊2:2022年の1人あたり課税所得を現役世代賃金、1997年の1人あたり課税所得を親世代賃金として比率を指数化したもの

*1

*2
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